
令和６年度御船町監査計画 

令和６年４月１日  

御船町監査委員協議決定  

 

御船町監査基準第７条に基づき、令和６年度監査計画を次のとおり定める。 

 

第１ 基本方針 

  令和５年度に新型コロナウイルス感染症が５類に引き下げられ、活動制限が緩和さ

れたことから、コロナ禍前の活動へと戻り、各種事業が進められている。しかしなが

ら、長期化したコロナ禍の影響、原油価格の高騰、物価上昇等により住民生活や地域

経済は厳しい状況に置かれている。このような状況を踏まえ、防災対策や中山間地域

活性化など、より一層重点を置いて推進していく１０の重要政策が打ち出された。 

  今後は、多様化する住民ニーズに迅速かつ適正に対応できる職員を育成するため、

財務諸表の有効活用、ＳＤＧｓの理解及び推進、そして世界的大手の半導体メーカー

ＴＳＭＣのサプライチェーン企業に対する企業誘致推進による相乗効果を上げるべ

く、より効果的な人材育成及びデジタル技術等を活用して職員の業務効率を図るよう

な職員研修に向けた取り組みを実施されたい。 

  監査については、地方自治法第２条第１４項及び第１５項に規定されているとおり

行われているかという点に鑑み行なっていく。  

また、監査の実施については、御船町監査基準によるものとし、町の財政状況を十

分に把握し、積極的に評価や検証を行う監査に努め、必要に応じて是正及び改善等の

指導を行うことを基本方針とする。 

 

第２ 実施体制等 

  監査委員２名が、監査対象に対し等しく責任を持ち、その職務にあたる。 

  また、監査委員の事務を補助する監査委員事務局職員は、監査委員による適切な指

揮監督のもと、監査事務を遂行する。 

 

第３ 監査等の種類、対象、時期 

１ 例月現金出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項） 

 ⑴対象  一般会計、特別会計、公営企業会計のそれぞれの現金出納事務。 

 ⑵実施時期  毎月１５日から２０日までの間に実施する。 

ただし、やむを得ない理由があるときは、期日を変更することが

できる。（御船町監査委員に関する条例第７条） 



 

２ 決算審査（地方自治法第２３３条第２項及び地方公営企業法第３０条２項） 

 ⑴対象  一般会計、特別会計、公営企業会計の決算 

⑵実施時期  ７月から８月 

 

３ 基金運用状況審査（地方自治法第２４１条第５項） 

  ⑴対象  一般会計、特別会計、公営企業会計の決算 

  ⑵実施時期  ７月から８月 

 

４ 健全化比率及び資金不足比率の審査 

（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項、第２２条第１項） 

  ⑴対象  決算に基づき算定された、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公

債比率、将来負担比率及び資金不足比率 

  ⑵実施時期  ８月 

 

５ 定期監査（地方自治法第１９９条第４項） 

  ⑴対象  全係。ただし、小中学校の具体的な監査対象は別途通知する。 

  ⑵実施時期  １０月から１１月 

 

６ 行政監査（地方自治法第１９９条第２項） 

  ⑴対象  事務事業の執行が経済性、効率性及び有効性の観点から行われている

か。また、法令等の定めるところに従って適正に行われているか、事

務手続きが適切かつ正確に行われているかについて実施し、具体的な

監査対象については、別途通知する。 

  ⑵実施時期  １０月から１１月 

 

７ 財政援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項） 

 ⑴対象  町が財政的援助を与えている団体及び指定管理者。 

 ⑵実施時期  必要に応じて 

 

８ 随時監査（地方自治法第１９９条第５項） 

 ⑴対象  財務に関する事務の執行及び経営に係る事業。 

 ⑵実施時期  必要に応じて 


